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旧 新

・目標工賃達成指導員を１人以上配置
（常勤換算）

・職業指導員及び生活支援員の総数が7.5:１以上
（常勤換算）

・目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の
数が６：１以上（常勤換算）

・目標工賃の達成に向けた取り組みを行う。

利用定員 報酬単価
20人以下 89単位
21人以上40人以下 80単位
41人以上60人以下 75単位
61人以上80人以下 74単位
81人以上 72単位

・目標工賃達成指導員を１人以上配置
（常勤換算）

・職業指導員及び生活支援員の総数が６:１以上
（常勤換算）

・目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の
総数が５:１以上（常勤換算）

・目標工賃の達成に向けた取り組みを行う。

利用定員 報酬単価
20人以下 45単位
21人以上40人以下 40単位
41人以上60人以下 38単位
61人以上80人以下 37単位
81人以上 36単位

【目標工賃達成指導員配置加算の見直し】

【目標工賃達成加算の新設】

・10 単位／日

目標工賃達成指導員配置加算の対象となる指定就労継続支援Ｂ型事業所等が各都道府県において作成される工賃
向上計画に基づき、自らも工賃向上計画を作成するとともに、当該計画に掲げた工賃目標を達成した場合に加算
する。 4
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就労系サービスにおける横断的な改定事項
①就労系障害福祉サービスを一時的に利用する際の評価 【就労継続支援Ａ型、Ｂ型】

一般就労中の障害者が就労継続支援を一時的に利用する際の評価について、就労継続支援Ａ型の基
本報酬を算定する際のスコア評価項目における平均労働時間の計算や、就労継続支援Ｂ型の基本報酬
を算定する際の平均工賃月額の計算から、当該障害者の労働時間と工賃を除くこととする。

②施設外就労に関する実績報告書の提出義務の見直し【就労移行支援、就労継続支援Ａ型、Ｂ型】

報酬請求に当たっては、施設外就労に関する実績について、事業所から毎月、市への提出は不要。

ただし、事業所には、施設外就労の実績記録書類を作成・保存することが義務付けされ、市で利用
者の訓練状況等の実態把握が必要な場合には当該書類を確認することとする。

③基礎的研修開始に伴う対応【就労移行支援、就労定着支援】

令和７年度より独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構等が実施する基礎的研修（以下「基
礎的研修」という。）が開始されることに伴い、就労移行支援事業所の就労支援員及び就労定着支援
事業所の就労定着支援員は基礎的研修の受講が必須。

ただし、令和９年度までは経過措置として、基礎的研修を受講していない場合でも指定基準を満た
すものとして取り扱う。 8



令和５年度運営指導（実地指導）の実施について

サービス種別 実施数 事業所数 実施割合

就労移行支援 ３ １０ ３０．０％

就労継続支援A型 ７ ２６ ２６．９％

就労継続支援Ｂ型 ２８ ７７ ３６．４％

就労定着支援 ２ ５ ４０．０％

合計 ４０ １１８ ３３．９％
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運営に関する指摘事項

定員の遵守について、利用定員を超えて、サービス（就労移行・Ａ型・Ｂ型）の
提供を行わないこと。

利用定員を超えた受入れについては、適正なサービスの提供が確保
されることを前提とし、やむを得ない事情がある場合に限り可能とさ
れていることに留意してください。

月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、勤務場
所、管理者との兼務関係等を明確にすること。

勤務体制を明確にすることで、人員基準を守った適切な人員配置が
できているか確認できます。
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運営に関する指摘事項

運営規程の記載内容が現状と相違しているため修正すること。また、重要事項説
明書と相違しているため、修正すること。

営業日、営業時間、通常の事業の実施地域等を変更した際には特に
注意してください。また、運営規程と重要事項説明書の内容は整合性
をとる必要があります。

重要事項説明書に提供するサービスの第三者評価の実施状況を記載すること

第三者評価とは事業所の提供するサービスの質について、公正・中
立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価を行い、イン
ターネットで公表する制度です。重要事項説明書には、この第三者評
価の実施の有無について記載する必要があります。 11



運営に関する指摘事項

共通編３２ページにも記載しているとおり、令和５年度末で経過措置
が終了します。３月末までに確実に体制を整備してください。

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講
ずるよう努めること。
・感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催
するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること
・感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること
・従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的
に実施すること
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運営に関する指摘事項

共通編３３ページにも記載しているとおり、令和５年度末で経過措置
が終了します。３月末までに確実に体制を整備してください。

感染症又は非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的
に実施し、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該計画
に従い必要な措置を講ずるよう努めること。

避難訓練については、想定される非常災害の種類に応じた方法等によって、定期
的に実施すること。また、訓練の記録を整備すること。

非常災害時に命を守り、被害を最小限にとどめるためにも、必要な避
難訓練を実施してください。なお、「災害対策における各種計画の比
較」を共通編３４ページに記載しています。
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運営に関する指摘事項

共通編４９ページにも記載しているとおり、虐待防止のための措置を
講じなければなりません。

虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じること。
・虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その
結果について、従業員に周知徹底を図ること
・従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること
・虐待防止のための措置を適切に実施するための担当者を置くこと
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運営に関する指摘事項

身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じること。
・身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するととも
に、その結果について、従業者に周知徹底を図ること
・身体拘束等の適正化のための指針を整備すること
・従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること

共通編５０ページにも記載しているとおり、身体拘束等の適正化を図る
ための措置を講じなければなりません。なお、身体拘束等を行っていない
場合でも委員会の開催等の措置を実施してください。
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運営に関する指摘事項

個別支援計画について、以下の点を見直すこと。
・本人及び家族の意向を記載すること
・送迎や食事の提供を行っている場合は、個別支援計画に位置付けること
・施設外就労は、就労能力や賃金の向上及び一般就労への移行に資すると認めら
れることが必要であるので、具体的な目標や作業内容等を位置付けること

サービス管理責任者の責務や計画作成に係る手順が、適正に実施されている
かの見直しをお願いします。また、個別支援計画については、指定特定相談支
援事業所にも交付することになりましたので、ご留意ください。

個別支援計画の原案について、サービス提供に当たる担当者を招集して会議を開
催し、計画の原案の内容について意見を求めること。

アセスメントの記録からは実施者・実施方法が確認できなかったので、実施者・
実施方法について記載すること。
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運営に関する指摘事項
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運営に関する指摘事項

指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産
活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額が、利用者に
支払う賃金の総額以上となるよう引き続き経営改善を行ってください。

利用者に支払う賃金の総額が、生産活動に係る事業の収入から必要な経費を
控除した額以上になっている。（就労継続支援Ａ型）

利用者に対して工賃の平均額等を通知していない。（就労継続支援Ｂ型）

年度ごとに、工賃の目標水準を設定し、当該工賃の目標水準及び前年
度に利用者に対し支払われた工賃の平均額を利用者に通知してください。
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運営に関する指摘事項

指定就労支援事業者は、指定就労支援事業所ごとに経理を区分すると
ともに、指定就労支援の事業の会計をその他の事業の会計と区分しなけ
ればいけません。

複数の事業所を運営する場合や、他の障害福祉事業や介護保険事業等
を運営している場合は、それぞれ会計を区分する必要があります。

就労会計について、その他の福祉会計と区分して整理すること。（就労移行
支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型）

令和４年３月に、就労支援事業における会計処理の実例や留意
事項、作成すべき会計書類が示された「就労支援事業会計の運用
ガイドライン」が策定されました。

基本的な考え方や標準的な処理方法が記載されておりますので、
日々の会計処理の参考資料としてください。 22



報酬についての指摘事項

① 就労系サービスの基本報酬

・利用者の確認及び活動の記録がなく、サービスが提供されていることが確認で
きない日があった。
・就労継続支援Ｂ型の利用者が、工賃を受け取るために３０分程度事業所を訪れ
た日についても報酬を算定していた。

必要な訓練その他必要な支援を行っていない日は報酬を算定できません。

サービス提供の内容が分かるよう記録を残すとともに、サービス提供の
都度、サービス提供実績記録票に利用者の確認を得てください。

請求に当たっては、請求の根拠となるサービス提供実績記録票に基づき、
複数職員でチェックする等、正確な請求に努めてください。

23



報酬についての指摘事項

② 就労継続支援Ａ型の基本報酬（スコア関連）

（労働時間）
利用者の1日の平均労働時間数の算出に当たり、年次有給休暇を取得した場合

を除いて計算していた。

（支援力向上のための取組）
研修及び視察・実習について、記録（復命書、研修資料等）が不十分だった。
研修参加職員の割合の算出で、管理者、事務職員を含めて算出していた。

・年次有給休暇を取得した場合や面談等であっても労働時間として賃金
を支払っている場合は、労働時間の合計数に含めてください。

・研修や視察については、開催案内、実施概要、復命書、研修資料等を
記録に残してください。

・研修参加状況の対象職員は、サビ管、職業指導員及び生活支援員を指
し、管理者、事務職員等は含まれませんので、ご留意ください。 24



報酬についての指摘事項

③ 就労継続支援Ａ型サービス費の自己評価未公表減算（所定単位数の15%減算）

スコア表の公表及び指定権者への届出がなされていなかった。

令和６年度については、令和６年４月３０日（火）までに、以下の書類を倉敷市事業所指導室に
提出してください。

（提出書類）

・就労継続支援Ａ型に係る基本報酬の算定に関する届出書

・【様式２－１】就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表（全体）

・【様式２－２】就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表（実績Ⅰ～Ⅳ）

評価点の公表及び指定権者への報酬算定区分の届出は、当該年度の４月
中に行うこととなっています。

スコア表は原則、事業所のホームページ等インターネットを利用して公
表してください。

25



報酬についての指摘事項

④ 就労継続支援Ｂ型の基本報酬（平均工賃月額区分）

就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）又は（Ⅱ）に係る平均工賃月額区分につい
て、自立支援給付費により補填された工賃を用いて判定していた。

就労継続支援Ｂ型においては、生産活動に係る事業収入から、事業に
必要な経費を控除した額に相当する額を工賃として支払わなければなら
ず、災害等の例外を除き、工賃に自立支援給付費を充てることは認めら
れません。

工賃の再計算をするとともに、生産活動の利益と比較して、工賃の支
給金額が過大となる場合は、工賃の支給水準を見直してください。
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報酬についての指摘事項

⑤ー１ 施設外就労
・施設外就労について、利用者と職員で組むユニットに、職員として賃金向上達
成指導員または目標工賃達成指導員のみが配置されていた。

・施設外就労先に、管理者又はサービス管理責任者が同行していた。

施設外就労先では、施設外就労を行う日の利用者数に対して、報酬算定上
必要とされる人数の直接支援員を配置する必要がありますので、人員体制を
確認してください。（賃金向上・目標工賃達成指導員は含まれない）

事業所内に管理者及びサービス管理責任者は必ず配置してください。

請負作業に関する合意内容を契約書で明記してください。

⑤ー２ 施設外就労
・施設外就労先の企業と請負作業に関する契約について、口頭のみの契約で、合
意内容が不明瞭であった。

27



報酬についての指摘事項

⑥ 在宅支援
必ず事前に市から在宅支援に係る支給決定を受ける必要があります。（支給決

定前のサービス提供、次の算定要件を満たしていない場合は報酬の算定不可）

① 運営規程において、在宅で実施する訓練内容及び支援内容を明記しておくこと。

② 在宅で実施した訓練、支援内容並びに訓練、支援状況を実地指導等で提出できるようにしておくこと。

③ 在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューを確保すること。

④ １日２回の連絡、助言又は進捗状況の確認、日報作成を行うこと。

⑤ 緊急時の対応ができること。

⑥ 利用者の疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保すること。

⑦ 事業所職員による訪問、利用者の通所又は電話・パソコン等のICT機器の活用により、評価等を１週間につき
１回は行うこと。

⑧ 原則として月の利用日数のうち１日は事業所職員による訪問又は利用者による通所により、事業所内におい
て訓練目標に対する評価等を行うこと。

⑨ ⑦が通所により行われ、あわせて⑧の評価等も行われた場合、⑧による通所に置き換えて差し支えない。

【算定要件】
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報酬についての指摘事項

⑦ー１ 賃金向上達成指導員、目標工賃達成指導員
賃金・工賃向上計画に掲げた内容の達成に向けて、取り組んでいることが分か

る業務記録等が残されていない。

販路の拡大、商品開発、単価交渉、労働時間等の増加等、生産活動が向
上する取り組みについて、日々の業務記録を残す必要があります。

⑦ー２ 賃金向上達成指導員、目標工賃達成指導員
賃金向上・目標工賃達成指導員が管理者と兼務されていた。

賃金向上・目標工賃達成指導員は、指定基準で定める人員配置に加えて
配置したことにより加算されるものであり、人員体制を見直してください。
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報酬についての指摘事項

⑧ 欠席時対応加算

欠席連絡のあった日時、連絡してきた相手、連絡を受けた対応者、相談援助の
具体的内容等の記録がない。

加算を算定できるのは、利用を中止した日の前々日、前日又は当日に中
止の連絡を受けた場合に、利用者又はその家族等に連絡調整、その他相談
援助を行い、連絡を受けた日時、対応職員の氏名、当該利用者の状況、相
談援助の内容等を記録する必要があります。
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報酬についての指摘事項

欠席日 〇月〇日 対応者 ××

連絡があった日 〇月〇日〇時

連絡調整の方法 口頭 ・ 電話 ・ その他（ ）

連絡調整を行った相手 本人 ・ 本人の家族 ・ その他（ ）

次回利用予定日 〇月△日

利用者の状況 （例）体調不良（発熱〇〇度）により欠席

相談支援の内容
（例）本日病院通院するとのこと。安静にして、診断結果
等を明日ご連絡いただくようお願いした。次回利用日
については、明日の連絡時に相談して決める。

【記録の記載例】

利用者：倉敷 太郎
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報酬についての指摘事項

曜日 月 火 水 木 金

欠席時対応加算 〇 × 〇 × ×

【欠席時対応加算の取扱い】

木曜日にも利用者から欠席の連絡があり、
相談援助等を行い記録した。

月曜日に今週１週間休むと連絡があ
り、相談援助等を行い記録した。

火曜日は連絡がなく、水曜日に再度利用者から
欠席の連絡があり、相談援助等を行い記録した。

月曜日 ⇒ 算定可

火曜日 ⇒ 相談援助等を行っていないことから算定不可

水曜日 ⇒ 最初の連絡が前々日に当たること、相談援助等を行っていることから算定可

木曜日 ⇒ 前々日より前から利用が中止されることが判明しているため算定不可

金曜日 ⇒ 算定不可

（例）開所日が月曜日～金曜日の事業所の場合
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報酬についての指摘事項

⑨ 前年度の実績に基づく基本報酬・加算の取扱い

【前年度の実績に基づく基本報酬・加算】

サービス名 報酬・加算

就労移行支援 基本報酬算定区分、移行準備支援体制加算、視覚・聴覚言語障害者
支援体制加算、就労支援関係研修修了加算

就労継続支援Ａ型 基本報酬算定区分、視覚・聴覚言語障害者支援体制加算、重度者支
援体制加算、就労移行支援体制加算

就労継続支援Ｂ型 基本報酬算定区分、視覚・聴覚言語障害者支援体制加算、重度者支
援体制加算、就労移行支援体制加算、目標工賃達成指導員配置加算

就労定着支援 基本報酬算定区分、就労定着実績体制加算

提出期限 就労継続支援Ａ型以外：令和６年４月１５日（月）必着

就労継続支援Ａ型 ：令和６年４月３０日（火）必着

期限までに提出のない場合は、４月１日に遡っての算定（単位数の増）はできません。

前年度実績に基づく加算以外の加算は、通常どおり、毎月１５日（１５日が閉庁日の場合は直前
の開庁日）までの届出で翌月１日からの算定となります。 33


